
事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 農林部農林企画課 ■担当係 農林企画係

002

評 価 事 業 名 称 農業振興地域の整備及び変更等に関する事務

050100評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 05 ソフト事業（任意） ■政策・業務区分 政策

■政策 誰もが快適に暮らし続けられるまちづくり

■基本施策 総合的・計画的な土地利用

■施策 質的向上を目指した土地利用の推進

05

05

01

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令の実施義務（自治事務）

法 令 等 の 名 称
農業振興地域の整備に関する法律

関連計画の名称

事 業 の
目 的 と 概 要

農業振興地域の整備に関する法律に基づき、優良農用地の保全を図る。北上農業振興
地域整備計画の変更事務（定期見直し）。

■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

8

2,518

2,526

6

1,844

1,850

21

3,583

3,604

16

3,501

3,517

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 農業振興地
域の整備及
び変更等に関
する事務

農地所有者 随時見直しの実施 随時見直し３回(除外14件、編入２件、用
変更１件）

02 農業振興地
域整備計画
変更等事業

農地所有者 定期見直し時期未定 定期見直し実施なし

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 農業振興地域整備計画変更
案件数

17件（除外14
件、編入２件、
用途変更１件）

16件（除外12
件、編入４件）

５件（除外２件、
編入３件）

17件（除外12
件、編入２件、
用途変更３件）
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

農用地利用計画について法で定める除外要件を
確認しながら、適切な変更を実施している。

問題点・課題等

詳細な確認や手続きが必要なため、変更決定ま
でに時間を要する。

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

県への事前相談等を密に行うことにより、適正かつ迅速に手続きを
進める。

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)

02 農業振興市域整備計画変更
回数

３回２回２回４回
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 都市整備部都市計画課 ■担当係 都市計画係

007

評 価 事 業 名 称 都市計画協会負担金

070400評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 06 負担金・補助金（任意・ソフト事業） ■政策・業務区分 政策

■政策 誰もが快適に暮らし続けられるまちづくり

■基本施策 総合的・計画的な土地利用

■施策 質的向上を目指した土地利用の推進

05

05

01

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に定めはあるが任意の自治事務

法 令 等 の 名 称
地方自治法第２条第14項、第15項、公営企業法第３条

関連計画の名称

事 業 の
目 的 と 概 要

まちづくりに関する全国的な情報を得、都市計画事業の推進を図る。都市計画に関する
諸問題の調査研究等を行う全国組織に対する負担金

■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

164

164

170

461

631

166

76

242

165

75

240

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 都市計画協
会負担金

会員 都市計画協会では、会議等開催、調査
研究、指導相談、出版物、図書資料の
収集管理、会員団体との連絡調整及び
意見交換を行っている。

都市計画協会では、会議等開催、調査
研究、指導相談、出版物、図書資料の
収集管理、会員団体との連絡調整及び
意見交換を行っている。

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 協会の活動（陳情回数、研究
会等）開催回数

都市計画協会（中央会、県）
の実績値とした。　

５回６回５回

02 国庫補助配当金 国庫補助配当金０円0円0円
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

協会から、国の施策、補助事業等の情報提供が
随時速やかに行われている

問題点・課題等

次期都市計画マスタープランの策定、各種計画
の実施に向けた更なる情報収集が必要となる

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

情報提供された国の施策の方向性を、市の都市計画に活用できる
のか、継続した検討が必要である

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 都市整備部都市計画課 ■担当係 都市計画係

020

評 価 事 業 名 称 土地区画整理組合等事務

070400評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 05 ソフト事業（任意） ■政策・業務区分 政策

■政策 誰もが快適に暮らし続けられるまちづくり

■基本施策 総合的・計画的な土地利用

■施策 質的向上を目指した土地利用の推進

05

05

01

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に定めはあるが任意の自治事務

法 令 等 の 名 称
土地区画整理法

関連計画の名称
北上市都市計画マスタープラン

事 業 の
目 的 と 概 要

土地区画整理組合に対し助言及び県への進達事務等を支援既存土地区画整理事業の
照会・相談事務

■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

4

305

309

2

154

156

8

610

618

7

596

603

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 土地区画整
理組合に関す
る事務

土地区画整理
事業内

事業なし 事業なし

02 土地区画整
理組合に関す
る事務

既存土地区画
整理事業の照
会・相談事務

約30件窓口対応 約30件窓口対応

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 既存土地区画整理事業の照
会・相談

窓口において、既存土地区
画整理事業の紹介に対応
した回数

24回24回24回
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

既存の土地区画整理事業の照会、相談に随時
対応

問題点・課題等

特になし

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

既存土地区画整理区域内における新たな民間売買が発生した都
度、土地の境界資料を求められており、今後も一定のニーズがある
もの

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)

02 組合との協議 組合との協議（理事会等含
 む）役員協議会、理事会の

回数

03 県等への協議 事業計画の変更及び事業
収束における岩手県協議
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 都市整備部都市計画課 ■担当係 都市計画係

021

評 価 事 業 名 称 都市計画変更調査事業

070400評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 05 ソフト事業（任意） ■政策・業務区分 政策

■政策 誰もが快適に暮らし続けられるまちづくり

■基本施策 総合的・計画的な土地利用

■施策 質的向上を目指した土地利用の推進

05

05

01

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令の努力義務（自治事務）

法 令 等 の 名 称
都市計画法

関連計画の名称
北上市総合計画　国土利用計画北上市計画

事 業 の
目 的 と 概 要

望ましい都市像を都市整備の目標として明確化し、具体的な施策を定めること。都市計
画法第18条の２の規定による北上市の都市計画に関する基本的な方針を策定するとと
もに、都市計画決定を変更するほか、具体的な施策を策定する。都市計画の変更に当た
る調査、都市計画審議会への申請、都市計画道路網の調査。

■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

879

1,221

2,100

51

3,919

3,970

1,723

3,659

5,382

1,157

2,086

3,243

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 都市計画変
更調査事業

市民 都市計画用途地域の変更に係る関係部
局との調整。

都市計画用途地域の変更及び都市計
画道路の変更に係る関係部局との調
整。

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 都市計画マスタープランに基
づく都市計画変更等の検討

北上工業団地の整備拡張
に係る都市計画変更等を検
討する。

・都市計画の変
更調査

・都市計画の変
更調査

・都市計画用
途地域変更調
査
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

北上工業団地の整備拡張エリアの都市計画用
途地域の変更等に係る計画書・法定図書等資料
を作成

問題点・課題等

関係機関との調整に時間を要するもの

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 都市整備部都市計画課 ■担当係 都市計画係

023

評 価 事 業 名 称 あじさい都市きたかみ都市拠点形成事業

070400評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 05 ソフト事業（任意） ■政策・業務区分 政策

■政策 誰もが快適に暮らし続けられるまちづくり

■基本施策 総合的・計画的な土地利用

■施策 質的向上を目指した土地利用の推進

05

05

01

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に定めはあるが任意の自治事務

法 令 等 の 名 称
都市再生特別措置法

関連計画の名称

事 業 の
目 的 と 概 要

「あじさい都市きたかみ」形成のため、「都市及び居住機能の立地適正化に関わる基本
方針」、「都市機能誘導区域、誘導施設の設定と都市機能誘導に関する施策」、「都市居
住区域の設定と居住誘導に関する施策」などの計画を立案するもの。■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

147

5,647

5,794

17

1,306

1,323

6

457

463

14

1,192

1,206

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度 平成31年度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 あじさい都市
きたかみ都市
拠点形成事
業

市民 届出受理約30件 届出受理17件

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 立地適正化計画の策定 届出の受付事
務、指導

届出の受付事
務、指導

計画公表

1/2

事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

平成30年３月30日計画公表

問題点・課題等

都市再生整備計画との整合を図りながら、誘導
施設や区域設定について、必要に応じて計画変
更が生じる

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

「あじさい都市きたかみ」形成に向けた都市計画分野に係る施策とし
て、継続して取り組む必要がある

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 都市整備部都市計画課 ■担当係 都市計画係

024

評 価 事 業 名 称 都市再生整備計画策定事業

070400評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 05 ソフト事業（任意） ■政策・業務区分 政策

■政策 誰もが快適に暮らし続けられるまちづくり

■基本施策 総合的・計画的な土地利用

■施策 質的向上を目指した土地利用の推進

05

05

01

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に特に定めのないもの

法 令 等 の 名 称

関連計画の名称

事 業 の
目 的 と 概 要

立地適正化計画で位置付けた都市機能誘導区域内における誘導施策等を展開するた
めに、社会資本整備総合交付金の活用を目的に、都市再生整備計画を策定するもの。
また計画最終年度である令和２年度に、コンサルタント業者に事後評価業務委託を行う
こと、および事後評価検証委員会を開催し、妥当性の確認を行うことにより、必須である
事後評価を遅滞なく確実に実施するもの。

■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

6,495

1,755

8,250

40

3,074

3,114

38

2,820

2,858

7

7

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度 平成28年度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 都市再生整
備計画策定
事業

第４回計画変更（R01.５予定）に係る変
更計画策定、県・国と協議

第４回計画変更（R03.01予定）に係る変
更計画策定、県・国と協議。
事後評価は実績なし（一部事業が翌年
度へ繰越となったため、令和３年度に実
施）

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 都市再生整備計画の策定 第２回計画変
更、第３回計画
変更

第１回計画変更計画提出
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

北上済生会病院、hoKko等整備に係る関係部署
と連携を取り、計画変更を進めた

問題点・課題等

事業内容に変更が生じる場合、計画変更を進め
る必要があるもの

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

個別事業を推進する各事業担当課との連絡調整を密にして進捗状
況の把握に努める

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 都市整備部都市計画課 ■担当係 都市計画係

026

評 価 事 業 名 称 北上駅西口周辺利活用調査研究事業

070400評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 05 ソフト事業（任意） ■政策・業務区分 政策

■政策 誰もが快適に暮らし続けられるまちづくり

■基本施策 総合的・計画的な土地利用

■施策 質的向上を目指した土地利用の推進

05

05

01

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に特に定めのないもの

法 令 等 の 名 称

関連計画の名称

事 業 の
目 的 と 概 要

北上駅西口の再開発ビルを中心として、周辺に集中している商業施設や公共機関等に
ついて、人口減少、少子高齢化や大型工場の進出に伴う需要拡大等、社会情勢が大きく
変化しているなか、都市拠点形成に向けた課題と対策を整理するため、研究会を開催
し、整備事業化へつなげるもの。

■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

403

596

999

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度 令和２年度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 北上駅西口
周辺利活用
調査研究事
業

研究会開催　３回 研究会開催　１回
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

現状の課題等共有するため、研究会を開催

問題点・課題等

当該事業を通じ、次年度以降にどのようにつなげ
ていくことができるものか、方向性を確定できな
かったもの

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

令和３年度より都市再生推進課へ事業移管

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 都市整備部都市計画課 ■担当係 都市計画係

028

評 価 事 業 名 称 コンパクトなまちづくり推進協議会負担金

070400評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 06 負担金・補助金（任意・ソフト事業） ■政策・業務区分 政策

■政策 誰もが快適に暮らし続けられるまちづくり

■基本施策 総合的・計画的な土地利用

■施策 質的向上を目指した土地利用の推進

05

05

01

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に特に定めのないもの

法 令 等 の 名 称

関連計画の名称

事 業 の
目 的 と 概 要

立地適正化計画制度や都市再生整備計画事業制度を活用して行うまちづくりについて
情報・資料の収集・提供、意見交換、相談等を実施することにより、一層効果的にコンパ
クトなまちづくりを促進するもの。■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

31

76

107

31

75

106

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度 令和元年度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 コンパクトなま
ちづくり推進
協議会負担
金

会員  全国大会出席（東京）　１回勉強会等出
席２～３回

全国大会書面開催

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 全国大会 書面開催全国大会出席１
回
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

立地適正化計画等を活用したまちづくりについて
情報収集を図っている

問題点・課題等

全国各地で開催される勉強会等に参加し、意見
交換を積極的に実施することが望ましい

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

特になし

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 都市整備部都市計画課 ■担当係 都市計画係

029

評 価 事 業 名 称 都市計画マスタープラン策定事業

070400評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 05 ソフト事業（任意） ■政策・業務区分 政策

■政策 誰もが快適に暮らし続けられるまちづくり

■基本施策 総合的・計画的な土地利用

■施策 質的向上を目指した土地利用の推進

05

05

01

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令の努力義務（自治事務）

法 令 等 の 名 称
都市計画法

関連計画の名称
北上市総合計画　国土利用計画北上市計画

事 業 の
目 的 と 概 要

2020年度に終期を迎える現プランを見直すもの

■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

4,179

3,506

7,685

3,818

3,428

7,246

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 都市計画マス
タープラン策
定事業

  検討委員会２～３回専門家会議２～３回
地域別構想策定ワークショップ　16地域

 別×２～３回地域別説明会　16地域別
×１回

 内部協議１回、地域別構想素案説明会
16地域別×１回

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 地域別ワークショップ 13地区×１回

01 専門家会議 １回
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

都市計画マスタープランのうち、地域別構想につ
いて素案を作成。ただし立地適正化計画につい
て、令和２年度に防災指針の反映が義務化され
たことから、令和３年度に見送り

問題点・課題等

策定にあたっては、関係部署・専門委員等との調
整を要するもの

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

特になし

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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